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1. 開会
　日本医師会の江澤和彦常任理事の司会により
会が開かれた。

2. 挨拶
　日本医師会の松本吉郎会長より、概ね以下の
通り挨拶があった。
　令和 5年度介護事業経営実態調査結果にお
いて全サービス平均で前年度比 -0.4% となるな
ど、厳しい状況の中での診療報酬、介護報酬、
障害福祉サービス等報酬のトリプル改定となっ
たが、令和 6年度介護報酬改定率が介護職員の
処遇改善分等を含む +1.59%、そのうち +0.98%
は介護職員の処遇改善分となっている。昨今の
物価高騰や他産業の賃金の動向を踏まえれば、
十分に満足できるものではないものの、多くの
先生方のご尽力の賜物であり、深く感謝申し上
げる。

　今回の改定は、高齢者施設や在宅リハビリ
テーションと医療機関との連携、感染対策に
おける介護と医療の連携の必要性がこれまで以
上に示されており、実現するためには、地域に
おける多職種との実効性のある連携が重要であ
る。介護分野を取り巻く状況は今まで以上に厳
しく、近年では介護人材の流出等の多くの課題
が残されているが、日本医師会としてもより一
層の地域連携を図り、地域を面で支えられるよ
う、関係者の皆様と共に実効性のある体制整備
に向けた取り組みを進めていきたい。

3. 令和 6年度診療報酬改定について
　日本医師会の江澤和彦常任理事より、資料に
基づき令和 6年度診療報酬改定における主な内
容について以下のとおり説明が行われた。

　令和 6年度介護報酬改定率は、介護職員の処
遇改善を確実に行いつつ、サービス毎の経営状
況の違いも踏まえたメリハリのある対応を行う
ことで、全体として+1.59%となった。そのうち、
+0.98%（令和 6年 6 月実施分）、その他の改定
率として、介護職員以外の処遇改善を実現でき
る水準として +0.61% となった。
　介護職員の処遇改善については、令和 6年度
に 2.5%、令和 7年度に 2.0% のベースアップへ
と確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。
また、介護職員等の確保に向けて、処遇改善の
ための措置ができるだけ多くの事業所に活用さ
れるよう推進する観点から、「介護処遇改善加
算」、「介護職員等特定処遇改善加算」、「介護職
員等ベースアップ等支援加算」は、現行の各加
算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた 4
段階の「介護職員等処遇改善加算」に一本化さ
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れることとなった。一本化後の新加算について
は、職種に着目した配分ルールは設けず、事業
所内で柔軟な配分が認められることとなる。あ
わせて、今回の改定が介護職員の処遇改善に与
える効果について、実態を把握する。
　今回の報酬改定では、処遇改善分について 2
年分を措置し、3年目の対応については、上記の
実態把握を通じた処遇改善の実施状況等や財源
とあわせて令和 8年度予算編成過程で検討する。

処遇改善に関する加算の職場環境等要件� �
� （令和 6年度まで）
　「職場環境等要件」として、研修の実施など
キャリアアップに向けた取組、ICTの活用など
生産性向上の取組等の実施を求めている。
・�介護職員処遇改善加算：以下のうちから 1つ
以上取り組んでいる必要がある。
・�介護職員等特定処遇改善加算：以下の区分ご
とにそれぞれ 1つ以上取り組んでいる必要が
ある。

（1）入職促進に向けた取組
①�法人や事業所の経営理念やケア方針・人材
育成方針、その実現のための施策・仕組み
などの明確化
②�事業者の共同による採用・人事ローテー
ション・研修のための制度構築
③�他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者
等、経験者・有資格者等にこだわらない幅
広い採用の仕組みの構築
④�職業体験の受入れや地域行事への参加や主
催等による職業魅力度向上の取組の実施

（2）資質の向上やキャリアアップに向けた支援
⑤�働きながら介護福祉士取得を目指す者に対
する実務者研修受講支援や、より専門性の
高い介護技術を取得しようとする者に対す
る喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責
任者研修、中堅職員に対するマネジメント
研修の受講支援等
⑥�研修の受講やキャリア段位制度と人事考課
との連動

⑦�エルダー・メンター（仕事やメンタル面の
サポート等をする担当者）制度等導入
⑧�上位者・担当者等によるキャリア面談など、
キャリアアップ等に関する定期的な相談の
機会の確保

（3）両立支援・多様な働き方の推進
⑨�子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目
指す者のための休業制度等の充実、事業所
内託児施設の整備
⑩�職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや
短時間正規職員制度の導入、職員の希望に
即した非正規職員から正規職員への転換の
制度等の整備
⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備
⑫�業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の
職員相談窓口の設置等相談体制の充実

（4）腰痛を含む心身の健康管理
⑬�介護職員の身体の負担軽減のための介護技
術の修得支援、介護ロボットやリフト等の
介護機器等導入及び研修等による腰痛対策
の実施
⑭�短時間勤務労働者等も受診可能な健康診
断・ストレスチェックや、従業員のための
休憩室の設置等健康管理対策の実施
⑮�雇用管理改善のための管理者に対する研修
等の実施
⑯�事故・トラブルへの対応マニュアル等の作
成等の体制の整備

（5）生産性向上のための業務改善の取組
⑰�タブレット端末やインカム等の ICT活用、
見守り機器等の介護ロボットやセンサー等
の導入による業務量の縮減
⑱�高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食
事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、
広報なども含めた介護業務以外の業務の提
供）等による役割分担の明確化
⑲ �5S 活動（業務管理の手法の 1つ。整理・
整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとった
もの）等の実践による職場環境の整備
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⑳�業務手順書の作成や、記録・報告様式の工
夫等による情報共有や作業負担の軽減

（6）やりがい・働きがいの醸成
㉑�ミーティング等による職場内コミュニケー
ションの円滑化による個々の介護職員の気
づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善
㉒�地域包括ケアの一員としてのモチベーショ
ン向上に資する、地域の児童・生徒や住民
との交流の実施
㉓�利用者本位のケア方針など介護保険や法人
の理念等を定期的に学ぶ機会の提供
㉔�ケアの好事例や、利用者やその家族からの
謝意等の情報を共有する機会の提供

介護職員等処遇改善加算の職場環境等要件	 �
� （令和 7年度以降）
・�介護職員等処遇改善加算Ⅲ・Ⅳ：以下の区分
ごとにそれぞれ 1つ以上（生産性向上は 2つ
以上）取り組んでいる。
・�介護職員等処遇改善加算Ⅰ・Ⅱ：以下の区分
ごとにそれぞれ 2つ以上（生産性向上は 3つ
以上うち⑰又は⑱は必須）取り組んでいる。

（1）入職促進に向けた取組
①�法人や事業所の経営理念やケア方針・人材
育成方針、その実現のための施策・仕組み
などの明確化
②�事業者の共同による採用・人事ローテー
ション・研修のための制度構築
③�他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、
経験者・有資格者等にこだわらない幅広い
採用の仕組みの構築（採用の実績でも可）
④�職業体験の受入れや地域行事への参加や主
催等による職業魅力度向上の取組の実施

（2）資質の向上やキャリアアップに向けた支援
⑤�働きながら介護福祉士取得を目指す者に対
する実務者研修受講支援や、より専門性の
高い介護技術を取得しようとする者に対す
るユニットリーダー研修、ファーストス

テップ研修、喀痰吸引、認知症ケア、サー
ビス提供責任者研修、中堅職員に対するマ
ネジメント研修の受講支援等
⑥�研修の受講やキャリア段位制度と人事考課
との連動
⑦�エルダー・メンター（仕事やメンタル面の
サポート等をする担当者）制度等導入
⑧�上位者・担当者等によるキャリア面談など、
キャリアアップ・働き方等に関する定期的
な相談の機会の確保

（3）両立支援・多様な働き方の推進
⑨�子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目
指す者のための休業制度等の充実、事業所
内託児施設の整備
⑩�職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや
短時間正規職員制度の導入、職員の希望に
即した非正規職員から正規職員への転換の
制度等の整備
⑪�有給休暇を取得しやすい雰囲気・意識作り
のため、具体的な取得目標（例えば、1週
間以上の休暇を年に〇回取得、付与日数の
うち〇%以上を取得）を定めた上で、取
得状況を定期的に確認し、身近な上司等か
らの積極的な声かけを行っている。
⑫�有給休暇の取得促進のため、情報共有や複
数担当制等により、業務の属人化の解消、
業務配分の偏りの解消を行っている。

（4）腰痛を含む心身の健康管理
⑬�業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の
職員相談窓口の設置等相談体制の充実
⑭�短時間勤務労働者等も受診可能な健康診
断・ストレスチェックや、従業員のための
休憩室の設置等健康管理対策の実施
⑮�介護職員の身体の負担軽減のための介護技
術の修得支援、職員に対する腰痛対策の研
修、管理者に対する雇用管理改善の研修等
の実施
⑯�事故・トラブルへの対応マニュアル等の作
成等の体制の整備
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（5）生産性向上（業務改善及び働く環境改善）
のための取組
⑰�厚生労働省が示している「生産性向上ガイ
ドライン」に基づき、業務改善活動の体制
構築（委員会やプロジェクトチームの立ち
上げ又は外部の研修会の活用等）を行って
いる。
⑱�現場の課題の見える化（課題の抽出、課題
の構造化、業務時間調査の実施等）を実施
している。
⑲ �5S 活動（業務管理の手法の 1つ。整理・
整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとった
もの）等の実践による職場環境の整備を
行っている。

⑳�業務手順書の作成や、記録・報告様式の工
夫等による情報共有や作業負担の軽減を
行っている。
㉑�介護ソフト（記録、情報共有、請求業務転
記が不要なもの。）、情報端末（タブレット
端末、スマートフォン端末等）の導入
㉒�介護ロボット（見守り支援、移乗支援、移
動支援、排泄支援、入浴支援、介護業務支
援等）又はインカム等の職員間の連絡調
整の迅速化に資する ICT 機器（ビジネス
チャットツール含む）の導入
㉓�業務内容の明確化と役割分担を行い、介護
職員がケアに集中できる環境を整備。特に、
間接業務（食事等の準備や片付け、清掃、
ベッドメイク、ゴミ捨て等）がある場合は、
いわゆる介護助手等の活用や外注等で担う
など、役割の見直しやシフトの組み換え等
を行う。
㉔�各種委員会の共同設置、各種指針・計画の
共同策定、物品の共同購入等の事務処理部
門の集約、共同で行う ICT インフラの整
備、人事管理システムや福利厚生システム
等の共通化等、協働化を通じた職場環境の
改善に向けた取組の実施
※�生産性向上体制推進加算を取得している場
合には、「生産性向上（業務改善及び働く
環境改善）のための取組」の要件を満たす
ものとする。

※�小規模事業者は、㉔の取組を実施していれ
ば、「生産性向上（業務改善及び働く環境
改善）のための取組」の要件を満たすもの
とする。

（6）やりがい・働きがいの醸成
㉕�ミーティング等による職場内コミュニケー
ションの円滑化による個々の介護職員の気
づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善
㉖�地域包括ケアの一員としてのモチベーショ
ン向上に資する、地域の児童・生徒や住民
との交流の実施
㉗�利用者本位のケア方針など介護保険や法人
の理念等を定期的に学ぶ機会の提供
㉘�ケアの好事例や、利用者やその家族からの
謝意等の情報を共有する機会の提供

　賃上げ促進税制については、令和 6 年度税
制改正案において、中小法人向けには、賃上げ
促進税制をより使いやすくするため、新たに繰
越控除制度を創設し、賃上げを実施した年度に
控除しきれなかった金額について、5年間にわ
たって繰り越すことを可能とすることとして
いる。
　令和 6年度介護報酬改定の施行時期は、令和
6年度診療報酬改定が令和 6年 6月 1日施行と
されたこと等を踏まえて、訪問看護、訪問リハ
ビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハ
ビリテーションは 6 月 1 日施行、それ以外の
サービスは 4月 1日施行となる。また、処遇改
善関係加算の加算率の引上げは、予算編成過程
における検討を踏まえて 6月 1 日施行予定だ
が、現行の処遇改善関係加算について、事業所
内での柔軟な職種間配分を認めることとする改
正は、4月 1日施行となっている。
　今回の改定では、人口構造や社会経済状況の
変化を踏まえ、「地域包括ケアシステムの深化・
推進」、「自立支援・重症度防止に向けた対応」、
「良質な介護サービスの効率的な提供に向けた
働きやすい職場づくり」、「制度の安定性・持続
可能性の確保」を基本的な視点として介護報酬
改定を実施する。
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①地域包括ケアシステムの深化・推進
　認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い
中重度の高齢者を含め、様々なニーズに対応す
るために地域の実情に即した柔軟で効率的な取
組みが求められる。特に、居宅介護支援や訪問
看護などの特定事業所加算の見直しや評価の適
正化・重点化、地域区分の見直し等が行われ、
ICT化の導入や同一建物等居住者にサービス提
供する場合の報酬の見直し等、質の高いケアマ
ネジメントが求められる。また、必要なサービ
スの提供が切れ目なく行われるために看取りへ
の対応強化・感染症や災害への対応力向上・高
齢者虐待防止の推進・認知症の対応力向上等の
項目がたてられた。
・質の高い公正中立なケアマネジメント
・地域の実情に応じた柔軟かつ効果的な取組
・�医療と介護の連携の推進（在宅におけるニー
ズへの対応強化、在宅における医療・介護の
連携強化、高齢者施設等における医療ニーズ
への対応強化、高齢者施設等と医療機関の連
携強化）
・看取りへの対応強化
・感染症や災害への対応力向上
・高齢者虐待防止の推進
・認知症の対応力向上
・福祉用具貸与・特定福祉用具販売の見直し

②自立支援・重症度防止に向けた対応
　高齢者の尊厳を保ちつつ、その自立を支援し、
重度の状態に至ることを予防することを目指し
ている。本制度の趣旨に沿って多職種連携や
データ活用が重要視されており、リハビリテー
ション、機能訓練、口腔ケア、栄養管理などの
高齢者の生活の質を向上させるための一体的取
り組みに焦点を当てている。診療情報との双方
向の連携が求められ医療機関側との情報共有が
より一層求められており、今回から協力関係に
ある医療機関と介護施設の間で情報共有の加算
が算定可能となった。
・�リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養
の一体的取組等
・自立支援・重症化防止に係る取組の推進

・�LIFE（科学的介護情報システム）を活用し
た質の高い介護

③�良質な介護サービスの効率的な提供に向けた
働きやすい職場づくり
　介護人材不足の中で、更なる介護サービスの
質の向上を図るため、処遇改善や生産性向上に
よる職場環境の改善に向けた先進的な取組を推
進。報酬の整理・簡素化や書面掲示規制の見直
し等が行われ、介護職員の働きやすい環境づく
りに努めなければならない。
・�介護職員の処遇改善
・�生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境
づくり
・効率的なサービス提供の推進

④制度の安定性・持続可能性の確保
　介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、
全ての世代にとって安心できる制度を構築。
・評価の適正化・重点化
・報酬の整理・簡素化

⑤その他
・「書面掲示」規制の見直し
・�通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの
明確化
・基準費用額（居住費）の見直し
・地域区分

　次に、今回の改定項目について説明があり、
そのうち医療に関連するポイントについて以下
のとおり説明があった。

＜改定項目＞
（1）	 居宅療養管理指導� 15 ～ 28 頁
（2）	 訪問介護� 29 ～ 35 頁
（3）	 定期巡回・随時対応型訪問介護看護� �
� 36 ～ 39 頁
（4）	 訪問看護� 40 ～ 49 頁
（5）	 訪問リハビリテーション� 50 ～ 57 頁
（6）	 通所・訪問リハビリテーション� �
� 58 ～ 69 頁
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（7）	 通所リハビリテーション� 70 ～ 84 頁
（8）	 通所介護� 85 ～ 89 頁
（9）	 福祉器具� 90 ～ 91 頁
（10）	短期入所生活介護� 92 ～ 95 頁
（11）	短期入所療養介護� 96 ～ 97 頁
（12）	居宅介護支援	�  98 ～ 112 頁
（13）	 �小規模多機能型居宅介護・看護小規模多

機能型居宅介護� 113 ～ 116 頁
（14）	看護小規模多機能型居宅介護� �
� 117 ～ 119 頁
（15）	特定施設入居者生活介護� �
� 120 ～ 125 頁
（16）	認知症対応型共同生活介護	 �
� 126 ～ 128 頁
（17）	高齢者施設と医療機関の連携	 �
� 129 ～ 157 頁
（18）	介護保険施設� 158 ～ 173 頁
（19）	介護老人福祉施設� 174 ～ 183 頁
（20）	老人保健施設� 184 ～ 195 頁
（21）	介護療養院� 196 ～ 198 頁
（22）	LIFE 関連� 199 ～ 210 頁
（23）	全サービス関連� 211 ～ 219 頁
（24）	その他� 220 頁

・�訪問介護における同一建物等居住者にサービ
ス提供する場合の報酬の見直し
　訪問介護に関しては、看取り期における対応
を適切に評価する観点から、重度者対応要件と
して、「看取り期にある者」に関する要件が新
たに追加された。また、同一建物等居住者への
サービス提供割合が多くなるにつれて、訪問件
数は増加し、移動時間や移動距離は短くなって
いる実態を踏まえ、事業所の利用者のうち、一
定割合以上が同一建物等に居住する者への提供
である場合に、報酬の適正化を行う新たな区分
を設け、更に見直しを行う。

・�訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算
の見直し
　訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算
については、認知症高齢者の重症化の緩和や日
常生活自立度Ⅱの者に対して適切に認知症の専

門的ケアを行うことを評価する観点から、利用
者の受入れに関する要件が見直される。

・�訪問看護等におけるターミナルケア加算の見
直し
・�情報通信機器を用いた死亡診断の補助に関す
る評価
　訪問看護に関しては、ターミナルケア加算
について、介護保険の訪問看護等におけるター
ミナルケアの内容が医療保険におけるターミ
ナルケアと同様であることを踏まえ、評価の見
直しを行う。また、離島等に居住する利用者の
死亡診断について、診療報酬における対応との
整合性を図る観点から、ターミナルケア加算を
算定し、看護師が情報通信機器を用いて医師の
死亡診断の補助を行った場合の評価を新たに
設ける。

・診療未実施減算の経過措置の延長等
　訪問リハビリテーションに関しては、令和 6
年 3月末までとされていた診療未実施減算の適
用猶予期間が令和 9年 3 月 31 日までに延長さ
れた他、その期間中においても事業所外の医師
が「適切な研修の修了等」の要件を満たしてい
ることを事業所が確認することが義務付けられ
ているため注意が必要である。

・�医療と介護の連携の推進 -高齢者施設等と医
療機関の連携強化
　医療と介護の連携の推進の視点からは、介
護老人福祉施設（地域密着型特定施設入居者
生活介護・認知症対応型共同生活介護）の配
置医師緊急時対応加算等の評価が見直された
他、介護保険施設等においては、診療や入院
受け入れ等を行う体制を確保した協力医療機
関を定めることが義務化（経過措置 3 年間）
され、1年に 1回以上、協力医療機関との間で
利用者の病状の急変が生じた場合等の対応を
確認するとともに、協力医療機関情報を自治体
に提出することとなった（地域密着型特定施設
入居者生活介護・認知症対応型共同生活介護は
努力義務）。
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※�協議会の詳細につきましてはホーム
ページをご参照下さい。
https://www.okinawa.med.or.jp/medical/
hoken-shakaihoshouiryou/kaigohoken/

・高齢者施設等における感染症対応力の向上
　高齢者施設等における感染症対応力の向上と
して、ポストコロナにおける感染症対策に係る
評価の見直しが行われ、新興感染症の発生時等
に感染者の診療等を実施する医療機関（協定締
結医療機関）と連携体制を構築し、研修、訓練
に年 1回参加した場合の加算が新設された。平
時から協力医療機関、介護施設、配置医師やか
かりつけ医、在宅医等が顔の見える関係で連携
することを各地域でしっかりと構築していくこ
とが今後の新興感染症にも有効である。

　社会保障審議会介護給付費分科会「令和 6年
度介護報酬改定に関する審議報告」では、日本
の高齢化が進む中での多様な課題に対応するた
め、介護サービスの質の維持と改善が必要とさ
れている。
　具体的には、地域包括ケアシステムの深化、
介護と医療の連携の促進、感染症対策の強化な
どが挙げられている。また、介護職員の処遇改
善や介護ロボットなどのテクノロジーの活用が
進むことで、より効率的で持続可能なサービス
の提供が期待されている。

　これらの施策を通じて、介護保険制度の持続
可能性を高め、高齢者に対する適切なサポート
を確保するための継続的な見直しと改善が求め
られている。

4. 閉会挨拶
　日本医師会の茂松茂人副会長より閉会挨拶が
述べられた。
　今回、トリプル改定であったことで医療と介
護の連携や介護職員の処遇改善が大きく取り上
げられており、介護保険制度が今後も安定的に
持続して運営していくための内容となってい
る。高齢者の尊厳を守りながら、地域住民が住
み慣れた地域で安心、安全に暮らし続けていけ
るような地域包括ケアシステムを構築していか
なければならない。今後も、全ての世代が安心
して暮らせていける社会の構築に向けてご支援
いただきたい。

印 象 記

理事　涌波　淳子

　第 22 回都道府県医師会介護保険担当理事連絡協議会が令和 6年 3月 7 日オンラインで開催さ
れた。日本医師会江澤和彦常任理事から、膨大な資料を基に、ポイントを絞って説明があった。
とても分かりやすい資料であったので、沖縄県医師会のホームページにも掲載し、3月 16 日に開
催した第 19 回沖縄県高齢者施設向け感染管理相談会にも情報提供させていただいた。
　今回は、医療、介護、障がい福祉の 3つが同時に改定となるトリプル改定となったため、「医
療と介護の連携」強化のための種々の政策が盛り込まれており、診療報酬改定も絡めての説明で、
これからの医療職は介護保険制度を学び、一方で、介護側も医療側の状況を知った上で、お互い
に win-win となる形で連携を深め、そのネットワークの中で高齢者が切れ目なく医療や介護を受
け続けられる「地域包括ケアシステム」を作り上げていく一歩と感じられた。

　今回の介護報酬改定の概要としては
1）地域包括ケアシステムの深化・推進
　医療と介護の連携の中で、感染症や災害への対応、看取り等が取り上げられており、医療と介
護が連携して高齢者を地域で支えるための加算や加算の条件が医療にも介護にも加わっている。

－ 57（437）－



沖縄医報　Vol.60  No.6 2024
報　　告

また、増えてくる認知症の方への対応力強化もうたわれている。高齢者、特に認知症高齢者にとっ
ては、環境が変わることは、リロケーションダメージとなり、BPSD（Behavioral Psychological 
Symptoms of Dementia 認知症の行動心理症状）やせん妄を引き起こしたり、ケアの継続ができな
いことで廃用症候群となったりする危険性がある。一方で、医療資源の乏しい施設においては十
分な医療が受けられず、重症化やみなし末期のリスクや介護従事者の心身の過剰な負担で離職を
生みかねない。コロナ禍で「入院できず施設で療養をせざるを得なかった」経験を活かし、医療
と介護が十分に連携をとり、介護施設を孤立化させず、しっかりとサポートできるシステムを期
待するが、その道のりは、これからだと思う。

2）自立支援、重症化防止に向けた対応
　診療報酬でも介護報酬でも取り上げられたのは、介護予防としてのエビデンスに基づいたキー
ワードは「リハビリ・栄養・口腔ケア」である。せっかく病院で濃厚なリハビリを行っても、在
宅や施設にいく時にそれがつながっていないことでその効果は落ちてしまう。切れ目なくリハビ
リを継続するためにリハ実施計画書を介護事業所側に引き継ぐ事が要求される。また、在宅療養
支援診療所・病院においては、「管理栄養士による訪問栄養食事指導を行う体制」が求められて
おり、一方で、これまでは「通所サービス」を受けている高齢者には管理栄養士や歯科衛生士に
よる介入ができなかったが、これが解除された。LIFE（Long-term care Information system For 
Evidence 科学的介護情報システム）を活用して、より効率的に介護の重症化予防をすることが求
められている。LIFEは 2021 年度介護報酬改定から始まっているが、まだまだ道半ば。老健協（老
人保健施設協会）など大きなシステムをもっているところを中心にしっかりと根付かせていただ
ければと思う。

3）良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり
　今回の改定の目玉はこの「介護職員の処遇改善」「生産性向上を通じた働きやすい職場環境づく
り」である。これまで継ぎ足し継ぎ足しで作られてきた処遇改善給付金を一本化し、介護職員の
給与のアップと同時に介護ロボットや介護ソフトなどの導入などによる生産性向上と職場環境の
向上、また、介護福祉士取得や研修へのサポート等を通して「働きやすく、働きがいのある介護
事業所」を目指している。盛沢山ではあるが、一つ一つ丁寧に改善することが、将来の介護職員
の確保にもつながると思う。しかし、一般企業において、初任給が 3万円アップ、4万円アップ、
ベアは 2万円などというニュースを聞くと本当に心が痛い。確かに、介護職員の退職理由は給与
のみではなく、職場の人間関係や、やりがいの無さというデータもあり、私たち介護事業所も一
層の努力は必要だと思うが、厚労省が発表しているほど職員の給与を上げることは難しく、物価
に転嫁して上げることもできず、国が医療や介護業界にももう少し理解をしていただきたいと願
うばかりである。

4）制度の安定性・持続可能性の確保
　介護保険制度が始まって 24 年。ますます少子高齢化が進む中、何とか形は整ってきたので、あ
とは、持続可能な形に整えていく事が必要である。

　高齢者数がピークとなる 2040 年まであと 20 年弱、地域で適切な医療と介護を受け、年をとっ
ても障害を負っても安心して暮らせる社会を目指して、県や市町村、県民と協力しあって、医療
施設、介護施設が地域包括ケアシステムを作っていかなければならない。
　江澤常任理事の資料は県医師会ホームページ内「介護保険ページ」から閲覧可能。
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